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ウォーターＰＰＰとは

・水道、工業用水道、下水道について、ＰＰＰ/ＰＦＩ推進アクションプラン期間の10年間（R4～R13）において、コンセッションに段
階的に移行するための官民連携方式（管理・更新一体マネジメント方式）を公共施設等運営事業と併せて「ウォーターＰＰＰ」として
導入拡大を図る。

・国による支援に際し、管路を含めることを前提としつつ、民間企業の参画意向等を踏まえ、対象施設を決定する。
・地方公共団体等のニーズに応じて、水道、工業用水道、下水道のバンドリングが可能である。なお、農業・漁業集落排水施設、浄化槽、
農業水利施設を含めることも可能である。

・関係府省連携し、各分野における管理・更新一体マネジメント方式が円滑に運用されるよう、モデル事業形成支援を通じた詳細スキー
ム検討やガイドライン、ひな形策定等の環境整備を進める。
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水道事業等におけるコンセッション方式の概要
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・コンセッション方式は、PFI法に基づき、利用料金の徴収を行う公共施設について、施設の所有権を公的
主体が有したまま、施設の運営権を民間事業者に設定する方式。

・水道事業等においても、H23年のPFI法改正時よりコンセッション方式の導入が可能となったが、水道事
業の「認可」も民間事業者が取得する必要があった（民間事業型）。

・H30年の改正水道法において、水道事業の「認可」を官に残したまま施設の運営権を民に設定する方式が
可能となった。（地方公共団体事業型）。

・R6年7月現在、宮城県の水道用水供給事業のみ

民間事業型の概念図
（平成23年PFI法改正）

地方公共団体事業型の概念図
（平成30年水道法改正）

その他、国土交通省ＨＰにて「水道施設運営権の設定に係る許可に関するガイドライン」について公表していますので、ご参考にして下さい。
（https://www.mlit.go.jp/common/830005133.pdf）



コンセッション方式の導入に伴う懸念への対応について

○ 安全な水を将来にわたり供給し続けるためには、水道事業の基盤強化が喫緊の課題

○ 官民連携は基盤強化の一つの有効な手段であり、コンセッション方式の導入は官民連携の一形態として
市町村の選択肢を増やすもの（実際に導入するかどうかは、市町村の判断）

○ 現在の水道法の下でもコンセッション方式の導入は可能だが、地方公共団体が水道事業の認可を返上し
た上で、民間事業者が新たに認可を受けることが必要となる。そのため、市町村の関与を強化し、市町村
の最終責任の下で、サービスを維持・運営することが可能となるよう、水道法を改正。

１．議会の関与の下、市町村が判断
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２．認可権者（国交大臣等）・市町村の関与

３．水道事業の最終責任者はあくまで市町村

・ コンセッション方式を採用するかどうかやその内容については、PFI法に基づき市町村が条例で定める
とともに、運営権の設定に当たり、議会の議決が必要

・ コンセッション事業者の利用料金については、市町村が、PFI法に基づき料金の範囲等を事前に条例で
定めるため、無制限に値上がりすることはない。

・ コンセッション事業者に対する運営権の設定にあたり、国交大臣等の許可を受けなければならない。
・ コンセッション事業者に対し、コンセッション契約後も市町村が適切なモニタリングを行うとともに、
国交大臣等も監視・監督を行うことで、常に適切な事業運営を確保。

・ 水道事業の認可はあくまで市町村が受けることし、水道事業の最終責任は市町村が担うことを堅持。
・ 災害時など非常時の役割分担についても、国交大臣等が確認した上で許可。

PFI法

PFI法水道法改正

水道法改正



「宮城県上工下水一体官民連携運営事業（みやぎ型管理運営方式）」の概要

宮城県

＜業務範囲＞

＜事業概要＞
○上工下水一体の「みやぎ型管理運営方式」として、浄水場
や処理場の運転管理、薬品・資材等の調達、設備の修繕・
更新工事等を業務内容としたコンセッション事業
○事業期間は20年間

※上水道（水道用水供給事業）の供給対象は25市町村（右図の赤枠内）
※上工下水９事業合計で、20年間で約337億円（10.2％）のコスト削
減効果見込み（水道用水供給事業で約195億円（11.6％）の見込み）

＜経 過＞
○令和元年12月 県議会で実施方針条例案が可決、
実施方針を策定・公表（上水道分野では初）

○令和２年３月 募集要項等を公表
○令和２年６月～12月 競争的対話を実施
○令和３年３月 優先交渉権者を選定
○令和３年７月 県議会において運営権設定の議決
○令和３年10月 県から厚生労働大臣への許可申請
○令和３年11月 厚生労働大臣の許可
○令和３年12月 運営権設定、実施契約締結
○令和４年４月 事業開始

（宮城県資料より）
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水道事業における官民連携に関する手引き「ウォーターPPP」
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第Ⅵ編 ウォーターPPP導入の検討

１.本編のねらいと構成
1.1 ウォーターPPPの形成の背景と

本編策定の経緯
1.2 ウォーターPPPの概要
1.3 ウォーターPPPの効果
1.4 管路・更新一体マネジメント方式（レベル3.5)

の導入にあたって留意すべき事項

２.ウォーターPPP(レベル3.5)が満たすべき要件に
ついて
2.1 ４要件の概要及び考え方

３.事例



ウォーターPPP（レベル3.5）の４要件
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1. 長期契約（10年）



ウォーターPPP（レベル3.5）の４要件
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２．性能発注



ウォーターPPP（レベル3.5）の４要件
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２．性能発注



ウォーターPPP（レベル3.5）の４要件
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３．維持管理と更新の一体マネジメント



ウォーターPPP（レベル3.5）の４要件
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３．維持管理と更新の一体マネジメント



ウォーターPPP（レベル3.5）の４要件
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４．プロフィットシェア



ウォーターPPP（レベル3.5）の４要件
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４．プロフィットシェア



ウォーターPPP（レベル3.5）に期待される効果
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■ 水道事業における官民連携に関する手引き抜粋



導入に当たって留意すべき事項
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■ 水道事業における官民連携に関する手引き抜粋



導入に当たって留意すべき事項
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■ 水道事業における官民連携に関する手引き抜粋



事業件数10件ターゲットの設定

・新たに、重点分野※1)において10年間で具体化を狙う事業件数10年ターゲットを設定。
・ウォーターPPP等、多様な官民連携方式の導入等により案件形成の裾野拡大と加速化を強力に推進する。
※1) 重点分野：空港、水道、下水道、道路、スポーツ施設（スタジアム・アリーナ等）、文化・社会教育施設、大学施設、公園、MICE施設、公営住

宅、クルーズ船向け旅客ターミナル施設、公営水力発電、工業用水道

アクションプラン期間１０年（令和４年度～令和13年度）
事業件数１０年ターゲット

重点分野合計 ５７５件
（コンセッションを含む多様な官民連携）

重点実行期間（令和４年度～令和８年度）
５年件数目標

重点分野合計７０件
（コンセッション中心）

新たに
設定

昨年
設定

ウォーターPPP導入による
地方公共団体等のニーズ※2) 

に応じた選択肢の拡大

■ ウォーターPPPの導入による水道分野での官民連携の加速

事業件数１０年ターゲット
<ウォーターPPP>

分野名

１００件水道

１００件下水道

２５件工業用水道

＜ウォーターＰＰＰ＞
コンセッションの他、コンセッションに段階的に移行
するための官民連携方式として、長期契約で管理と更
新を一体的にマネジメントする方式。

※2) 地方公共団体等のニーズ：
例えば、民間企業への運営権の設定や民間企業による利用料金の収受まで
は必要としないが、管理や更新を一体的に民間企業に委ねたい場合等。
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ウォーターＰＰＰ

８事業が運営中



導入事例（茨城県守谷市）
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■ 水道事業における官民連携に関する手引き抜粋



導入事例（神奈川県箱根地区）
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■ 水道事業における官民連携に関する手引き抜粋


